
 

 

コンサルティング業務委託契約書 

 

 東京都千代田区〇〇１―１―１ Ａ株式会社（以下、「甲」という。）と東京都中

央区〇〇３―３―３ Ｂ株式会社（以下、「乙」という。）とは、〇〇に関するコン

サルティング業務の提供に関し、以下のとおり契約を締結する。 

 

第１条（コンサルタント業務の委託） 

 クライアントは、コンサルタントに対し、以下に定めるコンサルティング業務

の提供を委託し、コンサルタントはこれを受託する（以下、「本件業務」という。） 

(１) 委託業務の名称：〇〇に関するコンサルティング業務 

(２) 委託業務の内容：本契約書添付の別紙１〔省略〕記載のとおり 

(３) 報酬、費用およびその支払方法：本契約書添付の別紙２〔省略〕記載のと

おり 

第２条（業務の遂行） 

１ コンサルタントは、本件業務を、善良なる管理者の注意をもって遂行する。 

２ コンサルタントは、本件業務の遂行に際し、別紙１に記載のない事項の処理が

必要であると判断した場合には、その旨をクライアントに報告し、それらの事項

についての依頼の有無、依頼する場合の条件等について、両者協議のうえ決定す

る。 

第３条（権利の帰属等） 

１ クライアントは、本件業務の遂行過程においてコンサルタントが作成し、クラ

イアントに提出する報告書その他のドキュメント等（以下、「本件成果物」とい

う。）に対する著作権、およびそれらに含まれるノウハウ、コンセプト、アイディ

アその他の知的財産権は、すべてコンサルタントに帰属するに同意する。 

２ コンサルタントは、本契約第５条の秘密保持契約および第６条の競業避止義務



 

に違反しない限度で、本件成果物、自他およびこれに含まれるノウハウ、コンセ

プトまたはアイディア等を、クライアント以外の第三者に対する本件業務と同一

または同種の業務の遂行に使用することができる。 

第４条（クライアントによる成果物の利用） 

１ クライアントは、本件業務の遂行過程においてコンサルタントより受領した本

件成果物およびこれらに含まれる情報を、自己の責任と負担において利用するこ

とができる。 

２ クライアントが、本件成果物の複製またはこれらに含まれる情報を第三者に対

して提供もしくは公表する場合には、第７条に定める本契約の有効期間後といえ

ども、事前にコンサルタントの承諾を得るものとする。 

第５条（秘密保持） 

１ いずれの当事者も、相手方によって開示されたまたは本契約の履行ないし本件

業務の遂行過程で取得された相手方の固有の技術上、営業上その他の業務上の情

報を秘密として扱うものとし、当該相手方の事前の書面による承諾なく、これら

の情報を本契約の目的以外に使用し、または第三者に開示してはならない。 

２ 前項により課された秘密保持義務は、以下の情報については適用されないもの

とする。 

(１) 相手方による開示または提供以前に、公知となっている情報 

(２) 相手方による開示または提供の時点において、すでに自己が所有していた

情報 

(３) 相手方による開示または提供の後に、自己の契約違反、不作為、懈怠また

は過失等によらずに公知となった情報 

(４) 相手方から開示または提供されたいかなる情報にもよらずに独自に開発し

た情報 

(５) なんらの秘密保持義務を負担することなく第三者から合法的に取得または

開示された情報 



 

３ 前項各号に定める場合のほか、本件成果物またはこれに含まれる情報について

は、本契約第４条の定めによるものとする。 

４ いずれの当事者も、本条において秘密とされた情報について複製を作成しよう

とする場合には、相手方の事前の承諾を得るものとする。 

５ 本契約が終了した場合には、それがいかなる理由に基づくものであっても、甲

および乙は、第１項および第２項によって秘密とされた情報および前項のもとに

作成されたそれらの複製を遅滞なく相手方に返還するものとし、もし、物理的な

返還が不可能な状態で保管されている情報がある場合には、相手方の指示に従っ

て、それらの情報を破棄しなければならない。 

６ いずれの当事者も、本契約が終了した場合には、それがいかなる理由に基づく

ものであっても、第１項および第２項によって秘密とされた情報をいかなる方法

によっても使用することはできない。 

７ 本条による秘密保持義務は、本契約第７条に基づく本契約終了後も存続するも

のとする。 

第６条（競業避止義務） 

 コンサルタントは、事前のクライアントの承諾を得ることなく、本契約期間中、

本契約書添付の別紙３〔省略〕に記載した者に対して、本件業務と同一または同

種の業務を提供してはならない。 

第７条（契約期間および解除） 

１ 本契約の期間は、平成〇〇年〇〇月〇〇日から２年間とするが、期間満了の３

か月前までに、契約を更新しない旨の書面による意思表示が当事者の一方から相

手方になされないときは、本契約は、同一条件でさらに１年間自動的に延長され

るものとし、以後も同様とする。 

２ 本契約は、前条に定める契約期間中であっても、一方当事者からその相手方に

対する１か月前の書面による事前の通知をなすことにより、何時でも解除するこ

とができる。 



 

３ いずれの当事者も、その相手方が本契約または個別契約のいずれかの条項に違

反し、かつ、当該違反の書面による是正要求を受けた後30日以内に当該違反が是

正されなかった場合には、かかる相手方に対する書面の通知をもって本契約を解

除することができる。 

４ いずれの当事者も、その相手方について次の各号に該当する事由が一つでも生

じた場合には、なんらの通知または催告なく、本契約を解除することができる。 

(１) 監督官庁より営業停止、営業免許もしくは営業登録の取消処分を受けたと

き 

(２) その財産について仮差押え、仮処分、差押え、強制執行、担保権の実行と

しての競売等の申立て、または破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生

手続開始、会社整理開始の申立てがあったとき、もしくは清算手続に入った

とき 

(３) 手形または小切手の不渡り処分を受けたとき、または銀行取引停止処分を

受けたとき 

(４) 支払停止または支払不能の事由を生じたとき 

(５) 解散の決議（法令による解散を含む。）をしたとき 

５ 前２項によって本契約を解除した当事者は、その相手方に対して、解除によっ

て生じた損害について賠償請求をすることができる。 

第８条（再委託等） 

 コンサルタントは、本件業務の一部を第三者に委託する必要があると判断した

場合には、クライアントに対して、事前にその理由、具体的な委託事項および再

委託の相手方について説明の上、その承諾を得なければならない。 

第９条（契約上の地位の移転等の禁止） 

 いずれの当事者も、本契約に基づく権利または義務の全部もしくはその一部を

相手方当事者の事前の書面による承諾を得ずに、第三者に譲渡もしくは移転しま

たは第三者のための担保に供する等一切の処分をしてはならない。ただし、コン



 

サルタントが、本契約第８条の定めに基づいて本件業務の全部またはその一部を

第三者に再委託する場合は、この限りではない。 

第10条（契約の変更等） 

 すべての別紙を含む本契約の全部またはその一部の変更は、各当事者の正当な

権限を有する代表者の記名および押印を付した書面によらなければ、その効力を

生じないものとする。 

第11条（合意管轄） 

 各当事者は、本契約に関して当事者間に紛争が生じ、訴訟の必要が生じた場合

には、〇〇地方裁判所を第一審の専属的管轄裁判所とすることに合意する。 

第12条（協議） 

 本契約に定めのない事項、本契約中疑義の生じた事項については、両当事者別

途協議のうえ、これを決定する。 

 

 この契約成立の証として本書２通を作り、当事者各自記名捺印のうえ、各１通を

保有する。 

 

平成〇〇年〇〇月〇〇日 

クライアント        東京都千代田区〇〇１―１―１ 

Ａ株式会社  〇 〇 〇 〇 印 

コンサルタント 東京都中央区〇〇３―３―３ 

Ｂ株式会社  〇 〇 〇 〇 印 


